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小林　長官の幅広いご経歴から特許庁長
官として感じられている知財行政の役割
や責任についてお聞かせください。
河西　日本経済は、今、長らく続いたコス
トカット型の経済から脱却しつつありま
す。賃上げにより所得が増え、消費マイン
ドが改善し、事業収益の増加が、更なる賃
上げと投資の増加を呼ぶという好循環を
実現させたい。日本企業が稼ぎ、再投資す
る好循環を作るための鍵はイノベーショ
ンであり、知財はイノベーションの重要な
起点なので、知財行政でその実現に貢献
したいと考えています。
小林　長官が日頃強調される「稼ぐ力」に
ついて、産業界が知財を起点にこれを高
めるためのアドバイスをお願いします。
河西　知財の基本的な役割は、イノベー
ションの成果に独占権を付与し、利益を
上げ、再投資するサイクルを生むことで
すが、現代では「連携・共創」のツールとし
ての役割も重要です。また、世界の特許情
報は「宝の山」です。AI分析等を活用し、「宝
の山」である特許情報を分析し、戦略的に
知財を経営に組み込み、事業で稼ぎ、さら
に新たな技術を生み出して、多くの特許
出願をしてほしいと願っています。
小林　AIの進展による知財環境の変化に
特許庁としてどのように制度対応や戦略
策定を進めるご予定でしょうか。
河西　AIの進展にどう対応していくかは、
非常に重要な課題で、取るべき対応は大
きく二つに分けられます。一つは「AIが発
明に関わる場合の扱い」。AIは発明者にな
れないとの国際的な共通理解を踏まえつ

つ、AIが発明の創作的な部分の多くを担う
際の発明者特定や、AI生成情報の先行技術
としての取り扱いなど、有識者会議や国
際連携を通じて制度対応を進めます。も
う一つは、「業務におけるAIの利活用」。効
率化を図りつつ、透明性、人間中心、アカ
ウンタビリティ（説明責任）を確保しなが
ら進めます。日米欧の知財庁でAIビジョ
ンを策定し、今後、他の知財庁をリードし
ていきたいです。
小林　情報発信について今後の取り組み
や施策についてお聞かせください。
河西　情報発信は二つの柱で進めます。
一つは、私たちが、ユーザーである企業の
皆様に知財行政の最先端情報を共有し、
拡散していただくことです。もう一つは、
次世代を担う若者や子どもたちに、知財
の重要性や面白さを伝えることです。大
阪・関西万博の特許庁主催の展示には9日
間で5万人超の来場があり、知財への潜在
的な関心の高さを実感しました。この経
験を活かし、新しい企画を考えていきた
いです。
小林　万博で開催された知財国際フォー
ラムで議題にもなったWIPO GREENについ
て、JIPAに期待することを教えてください。
河西　WIPO GREENはJIPAからご提案頂
いた意義のある取り組みです。途上国の
ニーズに対し援助を行う「ニーズドリブ
ン」の取り組みではなく、ビジネスとして
グリーン関連技術を提供する「シーズド
リブン」の取り組みを行うことで、ビジネ
スとして儲けを得、サステナブルに技術を
提供することができると思います。皆様

のお知恵を借りながら推進していきます。
小林　クールジャパンに関して、JIPAに期
待されることはありますか。
河西　コンテンツ産業を基幹産業にしよ
うという政府の大きな方向性があり、特
許庁も、知財戦略の視野を広げ、コンテン
ツ産業強化、クールジャパン強化に向け
て、JIPAと情報や意見を交換していきたい
です。
小林　コーポレートガバナンス・コード

（以下、CGC）の改訂が検討されています
が、JIPAに期待されることはありますか。
河西　CGCに知財が入ったことは、経営
層が、投資家やマーケットに対して、自社
の企業価値を説明する際に知財が不可欠
な要素になった点でエポックメイキング
でした。現在、CGCの改訂が検討されてい
ますが、CGCにおける知財の開示・監督を
示すガイドラインの提供等を通じて、CGC

における知財の重要性を定着させ、改訂
後のCGCにも知財が維持されるようにし
たいです。官民で努力していきましょう。
小林　引き続き、知的財産・無形資産の位
置付けが維持されるようご支援をお願い
いたします。最後に、JIPAへの期待を改め
てお願いします。
河西　知財制度はユーザーあってのもの
です。企業が稼ぎ、イノベーションを起
こし、利益を上げられるよう、制度と運用
を使いやすく効果的なものにすることが
我々の使命です。そのため、JIPAの皆様か
らの建設的なご意見、ご提案を引き続き
期待しております。
小林　ご期待に沿えるよう頑張ります。

昨年７月に就任された河西特許庁長官に、知財による「稼ぐ力」の向上、
特許庁の取組とJIPAへの期待などについて、小林理事長がインタビューを行った。
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［ リガク・ホールディングス株式会社 ］
科学技術の進歩を通して
人類社会の発展に貢献する

　リガク・ホールディングス株式会社(リガク)は、理科学機器の専門メーカーとして、1951年の創業から70
年を超えるグループの歴史を通して、国内のみならず130ヵ国以上において、X線技術を中心とした分析・計
測機器の開発、製造、販売の事業を展開しています。長年にわたって培ってきた高度なX線要素技術力と強固
な顧客基盤・ロイヤルティを強みに、多様化する市場ニーズに応えながら持続的な成長を実現し、主力製品で
あるX線回折装置では国内市場で圧倒的No.1シェア、グローバル市場でもトップクラスのシェアを獲得して
います。2024年10月には、東京証券取引所プライム市場に上場し、これを転換点として、さらに事業領域を
広げた新たな成長ステージへの飛躍に挑戦してまいります。

リガクの強みと成長戦略
　リガクの最大の強みは、70年以上にわ
たり培ってきたX線分析技術の総合力と、
独自の要素技術を内製化している点です。
X線源、光学素子、検出器、解析ソフトウェ
アを自社開発し、精度と信頼性において
世界的な評価を得ています。また、大学や
研究機関から半導体・電池・医薬・環境など
多様な産業分野まで、幅広い顧客基盤を
有し、高い顧客ロイヤルティを築いている
ことも競争優位性の重要な要因となって
います。
　 成 長 戦 略 とし て は、「Lab to Fab

（ 研 究 か ら 生 産 へ ）」を 軸 に、研 究
段 階（Laboratory） か ら 生 産 現 場

（Fabrication）までを包括的に支援す
るソリューション型ビジネスへの転換を図
ります。大学や研究機関で培った高精度
X線分析技術を、半導体、ライフサイエン
ス、蓄電池材料などの成長分野に応用し、
プロセス管理や品質保証の高度化を実現

しています。さらに、AI・デジタル技術の活
用による製品開発力と顧客支援力の強化、
研究開発・設備・人材への積極投資を通じ
て、「分析・計測ソリューション企業」への
進化と持続的成長を目指しています。

リガクの知的財産への取り組み
　リガク最大の強みである独自技術を
支えるのが知的財産（権）となります。特
に、R&D責任者を委員長とし、事業部・研
究所の代表で構成する知的財産委員会
を知的財産の最高決定機関として設置し、
各分野の専門知識を結集して「Lab to 
Fab」や「顧客課題」を意識した発明への
ブラッシュアップとその戦略的活用や、要
素技術の社内活用などを審議し、事業・研
究・知財三位一体の戦略的知財活動を推
進しています。
　出願戦略では、知財ミックスによる多面
的な製品保護を実施しており、具体的に
は「技術発明の保護最大化」「デザイン・

ブランドの構築」「ビジネスモデルへの知
財活用」を組み合わせ、シェア拡大とブラ
ンド力向上によるグローバル競争力の強
化を図っています。さらに、重要な技術や
製品については、特許網の構築に注力し
ています。また、これらを実現するために、
知財リテラシーの向上と、発明報奨・表彰
制度の抜本的な改定を行い、発明提案の
件数増加と、若手・中堅社員の積極的な知
財活動への参加を促しています。こうした
取り組みが評価され、令和7年度知財功
労賞において、経済産業大臣表彰 知財
活用企業（特許）を受賞しました。

JIPAへの関わりと期待
　JIPAでは、研修や部会を通じて、企業
視点で有益な情報をタイムリーに収集・活
用しています。また、同業だけでなく、自
社単独では得難い異業種とのネットワー
ク形成にも大いに役立てています。今後
も、情報収集とネットワーク構築の場として、
活動の更なる充実に期待しております。

主力製品：全自動多目的Ｘ線回折装置SmartLab®

リガク多目的分析機器事業の成長の軌跡
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